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評価調査結果要約表評価調査結果要約表評価調査結果要約表評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国 名：カンボジア王国 案件名：租税総局能力強化プロジェクト 

分 野：税務行政 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発・公共政策部行財政・金融課 協力金額（評価時点）：約 2 億 400 万円 

協力期間 
（R/D） 2011 年 9 月～2014 年 9 月 先方関係機関：経済財務省租税総局（GDT） 

（延長）2014 年 10 月～2015 年 7 月 日本側協力機関：国税庁 

他の関連協力：国税局人材育成プロジェクト（2004～2007） 

       国税局人材育成プロジェクト フェーズ 2（2007～2010） 

１－１ 協力の背景と概要 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）では、経済成長等を背景に近年税収が増加し

てきたが、他の東南アジア諸国連合（Association of South-East Asian Nations：ASEAN）諸国と比

較すると、申告納税制度に基づく税務行政が不十分なうえ、納税者の納税意識の低さも相まっ

て国税の税収割合は低い。また、世界貿易機関（WTO）への加盟や、経済統合の進展に合わせ、

関税収入の低下が見込まれるなか、商業省が管理している企業情報の効果的な共有を通じた納

税者ベースの拡大、税務調査の強化、啓発やクレーム対応等の納税者サービスの改善など、税

収増加のための行政強化が必要な状況にある。2008 年秋には国税局が租税総局（General 

Department of Taxation：GDT）に昇格し権限が拡大され、現在は GDT 及びプノンペン市内 9 つ

の税務署及び 24 州の税務署の指導の下、推計課税制度から申告納税制度への移行を推進してい

るところである。 

GDT は、2004 年より実施している JICA 協力案件を通じ税務調査、納税者サービス、簿記会

計等に関する知識の向上を中心とする職員の能力開発に取り組んできた。その結果、GDT 職員

の全体的な能力は改善された。しかし、歳入強化を達成するための実務能力の向上や業務遂行

上の行動変革には、現場レベルでの実践的な訓練やオンザジョブ・トレーニング（On-the-Job 

Training：OJT）、日常のアドバイスを通じた組織能力の強化が不可欠であることが、前フェーズ

の教訓として指摘された。また、GDT は拡大された権限に見合う機能を果たすべく、新しい業

種を中心とした税務調査や納税者サービス、これらを支える内部事務、人事管理を組織的に強

化することが求められている。 

上記の課題に係るカンボジア政府からわが国への要請を受け、JICA はこれに応えるため、2011

年 9 月から「租税総局能力強化プロジェクト」を開始した。本プロジェクトは、GDT をカウン

ターパート（Counterpart：C/P）機関として、2011 年 9 月から 2014 年 9 月までの 3 年間の予定

で実施し、2015 年 7 月まで延長されている。現在、2 名の長期専門家（チーフアドバイザー/税

務行政 1 名、業務調整/IT 1 名）及び短期専門家（組織運営、クリティカル・シンキング、納

税者サービス、税務調査等）を派遣している。 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

申告納税制度に基づく税収が増加する。 
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（2）プロジェクト目標 

申告納税制度促進を通じてカンボジア租税総局における徴税体制が強化される。 

 

（3）成 果 

1．税務調査に係る組織的な能力が強化される。 

2．納税者サービスが強化される。 

 

（4）投入（評価時点） 

日本側： 

長・短期専門家派遣  延べ 19 名（89.00 人月） 

機材書籍       3 万 1,519 米ドル 

ローカルコスト負担  24 万 7,978 米ドル 

本邦研修受入     延べ 47 名 

第三国研修受入    延べ 57 名 

カンボジア側： 

カウンターパート配置、プロジェクト事務所提供、ローカルコスト負担（一部）、事務所

光熱水道費等 

２．評価調査団の概要 

調査者 

（担当分野：氏名  

総 括 

税務行政 

協力企画 

評価分析 

職位） 

富澤 隆一  JICA ガバナンスグループ 次長 

藻川 沙織  税務大学校研究部国際支援グループ 教育官 

高村 智子   JICA 行財政・金融課 特別嘱託 

渡辺 亜矢子   株式会社 地域計画連合 

調査期間 2015 年 2 月 23 日〜2015 年 3 月 6 日 評価区分：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

３－１－１ 成果の達成度 

成果 1：税務調査に係る組織的な能力が強化される。 

成果 1 は、「ほぼ達成された」と判断された。税務調査ケースブック及び税務調査のための

情報収集フォーマットの作成を通じて、税務調査能力が向上しつつあり、また、トレーニン

グを通じても能力が強化された。プロジェクトを通じて移転された知識/ノウハウの実務への

適用も徐々になされつつある。ケースブック及びフォーマットについての GDT 総局長からの

承認を得て、プロジェクト期間中にフォーマットの試験的な実務への適用がなされるよう期

待される。 

 

成果 2：納税者サービスが強化される。 

成果 2 は、「ほぼ達成された」と判断された。納税者サービスに関する能力は、FAQs：

Frequently Asked Questions（よくある質問）の作成、OJD、トレーニング及びプロジェクトを

通じて移転された知識/ノウハウの実務への適用を通じて着実に向上しつつある。また、納税
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者に対する税務職員の姿勢・態度においては、多くの向上事例がみられ、結果、税務職員に

対する納税者の印象が向上している。また、納税者セミナーも以前に比べ頻繁に実施される

ようになっている。残りのプロジェクト期間においては、カンボジア側の強いコミットメン

トの下、FAQs の完成及び実務への適用の開始が望まれるところである。 

 

３－１－２ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標は、「おおむね達成された」と判断された。知識/ノウハウは、GDT 内部

及びプノンペン市内の税務署において共有されつつあり、残りのプロジェクト期間中に地方

の税務署へも共有が期待される。また、知識/ノウハウ共有の仕組みづくりについても、GDT

は取り組んでいる。参考指標に関する動向をみても、申告納税制度による納税者の割合は増

加傾向を示しているほか、登録企業数も増加するなど改善傾向がみられる。プロジェクト目

標の達成に向けて、カンボジア側の一層のコミットメントが期待されるところである。 

 

３－１－３ 上位目標の達成度 

上位目標については、プロジェクト･デザイン･マトリックス（Project Design Matrix：PDM）

に設定された指標と照らし、これまでの進捗、GDT の努力及び外部条件に関する現状をかん

がみて、「達成可能」と判断された。GDP に占める税収割合は着実に増加しており、また、税

収総額に占める申告納税による税収額の割合も年々増加している。プロジェクト活動は、税

収額の増加に導くためのさまざまな手段のひとつに過ぎず、GDT による対応策とあわせて実

施されていくことが重要である。更正による追徴税額についても、GDT の努力により増加し

ている。外部条件については、大幅な方向転換はなく、カンボジア政府により着実な進捗が

なされている。上位目標の達成に向けて、カンボジア側のさらなる能力強化とコミットメン

トが期待される。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：「高い」 

プロジェクトは、カンボジアの国家戦略開発計画（ the National Strategic Development 

Plan：NSDP）や公共財政管理改革プログラム（Public Finance Management Reform Program：

PFMRP）、歳入動員戦略（Resource Mobilization Strategy ：RMS）などにおいて言及されて

いる「税務行政の改善・近代化」と整合しており、また、申告納税制度への移行を推進し

ている GDT のニーズにも合致している。日本の対カンボジア援助政策では、徴税能力の強

化に重点を置いていることから、プロジェクトは日本の政策とも整合している。 

これらのことから、本プロジェクトの妥当性は「高い」と判断された。 

 

（2）有効性：「やや高い」 

プロジェクト目標については、既述のとおり、指標 3「知識・ノウハウの共有」について

は順調な進捗が確認されているが、知識共有のための組織体制は構築途上であり、プロジ

ェクト期間中に達成見込みと判断されている。納税者サービスについては、納税期限を意

識した活動計画の策定と実施、また、納税者のニーズに基づいた活動の計画と実施がなさ

れるようになってきており、納税者セミナーは既に自力で実施しているなど能力の向上が
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確認されている。また、【参考】指標である指標 2「申告納税者の割合」は順調に増加して

おり、【参考】指標 1「登録企業に占める申告納税者の割合」については、「割合」は増加し

ていないものの、「実数」は着実に増加している。これらのことから、プロジェクトの有効

性は「やや高い」と判断された。 

成果の達成後、プロジェクト目標達成に至るための外部条件については、「技術移転を受

けた C/P が途中で交代しない」が設定されているが、ポリティカル・アポイントメントに

よる異動以外の交代は生じていない。 

これらのことから、本プロジェクトの有効性については、「やや高い」と判断された。 

 

（3）効率性：「中程度」 

投入については、カンボジア側、日本側ともにおおむね適切であったことが確認された。

日本側については、チーフアドバイザーの着任が遅れたものの、その間に納税者意識調査

や第三国研修を実施し、プロジェクトへの影響は最小限にとどまった。カンボジア側につ

いては、C/P 側に時間的制約があり、また、プロジェクト期間中にプロジェクトマネジャー

をはじめとする 4 名のコアメンバーが異動となったこともあり、プロジェクトの進捗に支

障を来す原因となった。このほか、国税学校（National Tax School ：NTS）や他ドナーとの

調整不足による活動の見直しや変更が生じた。 

これらのことより、本プロジェクトの効率性は「中程度」と判断された。 

 

（4）インパクト：「高い」 

上位目標については、「申告納税制度による税収が増加する」が設定されており、指標 1

「GDP に占める税収の割合」についても、2011 年の 4.5％から 2014 年の 6.3％まで着実に

伸びている。これらのことより、上位目標は達成可能と判断された。 

上位目標以外の正のインパクトも確認された。企業からの問い合わせを分析し、共通す

る質問とその対応策についてリストにまとめ GDT に提出したものが、Prakas に記載された

事例があった。Prakas として発行されることにより、必要な対応が制度化され、ひいては

公平な税務行政の実現へとつながることが期待される。負のインパクトは生じていない。 

これらのことより、本プロジェクトのインパクトについては、「高い」と判断された。 

 

（5）持続性：「中程度～高い」 

政策面における持続性は、「高い」と判断された。妥当性の部分でも述べたとおり、本プ

ロジェクトの内容はカンボジアの国家計画等に沿ったものであり、これら国家計画は 2018

年、あるいは 2025 年までを対象とするものであることから、プロジェクト終了後も政策面

における支援は継続する見込みである。 

技術面における持続性は、「中程度」と判断された。C/P の能力は着実に向上しており、

特に納税者サービスにおいては、納税者のニーズや納税期限などを考慮した活動計画の策

定及び実施が行えるようになってきている。2015 年についての活動計画も策定されており、

かつ、納税者セミナーについては既に自力で実施している。研修講師養成（Training of 

Trainers ：TOT）については、依然計画が策定されておらず実施も限られているが、職場に

おける OJT によりある程度カバーされている。知識・ノウハウの共有の仕組みの整備状況 
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は、部署によりバラつきがあり、今後一層の整備を要するところである。税務調査ケース

ブック、情報収集フォーマット及び FAQs の適用性向上のためにも、プロジェクト期間中に

おける実務への適用が必要である。 

組織面における持続性は、「中程度」と判断された。GDT は、申告納税制度推進に必要な

対策を実施するため、Prakas や Notifications 等を発行してきている。プロジェクトを通じて

能力を向上し、かつ業務の実施について C/P が自信を深めてきている。プロジェクトの終

了後も、こうした C/P が関連業務に携わっていくことで、組織的な能力の向上につながる

ことが期待される。GDT 内部における研修・訓練は、依然として不定期の実施である。納

税者サービス分野については、プロジェクトで活動計画を作成し総局長（Director General：

DG）に提出してあることから、同活動計画の実施を通じた持続的な税務行政の実現が望ま

れるところである。 

資金面における持続性は、「中程度」と判断された。納税者サービス分野については、GDT

の運営経費に関する Prakas が 2014 年 12 月に発行され、必要な予算が確保される見通しで

ある。しかし、GDT の予算は依然として十分ではなく、政府の優先順位によるところが大

であるため、見通しは不透明である。 

 

３－３ プロジェクトの効果発現に影響を及ぼした要因 

（1）計画内容に関すること 

特になし。 

 

（2）実施のプロセスに関すること 

活動を通じて得られた情報については、分析し提言を導き、レポートとしてまとめられ

ていること。これらはプロジェクト終了時には 1 冊にまとめられる予定であり、C/P ほかカ

ンボジアの税務職員が業務に携わる際、重要な手がかりやヒントを得られるものとして活

用できるものである。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

プロジェクトの計画の段階において、他ドナー（US Treasury）の活動に関する情報がカ

ンボジア側から提供・共有されず、本プロジェクトの活動との重複が、実施の段階に入っ

てから発覚し、活動の見直しや削除の必要が生じた。 

また、プロジェクト目標と成果の間の関連性が低く、特に指標の設定が適切でなかった。

プロジェクト目標の【参考】指標 1「登録企業のうち申告納税を行う企業の割合が増加する」

は、「税務調査に関する組織能力の向上」（成果 1）及び「納税者サービスの向上」（成果 2）

のみで達成することができるものではなく、その他さまざまな施策（納税者支援）が必要

である。この、プロジェクト目標と成果の乖離を埋めるべく、Explanatory Note の作成を要

することとなった。 

PDM に設定されている活動の実施に要する業務量に対して、投入された専門家の数が十

分ではなく、専門家に多大な負担が生じた。 
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（2）実施のプロセスに関すること 

C/P が多忙であり、プロジェクト活動に割ける時間に制約があったこと。また、選挙後の

人事異動により、プロジェクトマネジャーをはじめとするコアメンバー4 名が交代した。 

日本人専門家と C/P の間のコミュニケーションはおおむねスムーズであったが、例えば

FAQs に載せる質問の内容や税務調査のための情報収集フォーマットの形式など一部の事

項について合意に至ることが難しいケースがあった。 

他ドナー（US Treasury）との調整が十分でなかった。 

 

３－５ 結 論 

本プロジェクトは、着実な進捗をみており、成果はほぼ達成されている。進捗に遅れはみら

れるものの、プロジェクト活動期間中にすべての活動が完了する見込みであり、プロジェクト

目標も達成見込みである。 

 

３－６ 提 言 

＜短期的な提言（プロジェクト終了時までに実施が望まれるもの）＞ 

（1）知識・ノウハウの内部共有の仕組みの制度化 

研修参加後のレポート共有、税務調査フォーマットの活用等が実施されつつあるが、こ

うした取り組みを一層強化するため、Official Notice を発行し制度化を図っていく必要があ

る。 

 

（2）税務調査ケースブック、情報収集フォーマット及び FAQs の普及・活用 

これらの成果物が最終化段階にあり、プロジェクト期間中に実務への適用が予定されて

いる。最終化したものについては、GDT 内での普及及び活用が必要である。 

 

＜中長期的な提言（プロジェクト終了後の実施が望まれるもの）＞ 

（3）成果物活用の義務化 

持続的な能力強化に向けて、ケースブック、フォーマット、FAQs を日々の業務に適用す

ることを義務づけ、その活用を制度化することが必要である。その制度化の一例は、標準

化した業務プロセスの文書化である。 

 

（4）申告納税制度推進のためのインセンティブ 

例えば、簡易申告納税制度のための簡易会計フォーマットの導入など、申告納税制度を

推進するためのインセンティブを準備することが望ましい。制度変更を推進するためには、

納税者支援を提供する制度を構築する必要がある。 

 

（5）計画的な活動の実施 

人材及び予算を含む活動の計画を事前に作成し、計画に基づき活動を実施する文化の醸

成が必要である。 
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（6）DTSTA の主導による、税務署の活動計画策定及び予算確保 

各税務署の活動計画を DTSTA が取りまとめ、DTSTA が主体となって必要な予算を確保

する手続きをとることが必要である。 

 

（7）ドナーの支援の枠組みの活用 

プロジェクトの形成段階においては、GDT は歳入動員戦略に定められた目標を達成すべ

く、ドナーの支援の枠組みを活用する必要がある。 

 

（8）ドナー調整窓口の設置 

プロジェクト形成と実施時における支援の重複を回避するため、GDT 内にドナー調整を

行う人員を配置し、ドナー間の協調を改善する必要がある。 

 

（9）各部署及び税務署内部における内部研修の充実 

セミナーや研修で得られた実務的な知識や技能を共有するため、各部署及び税務署内部

における内部研修を一層充実させる必要がある。 

 

（10）透明性の確保 

税目及びレジームごとの税収に関するデータを公表し、税務行政に関する透明性の確保

に努める必要がある。 

 

３－７ 教 訓 

（1）プロジェクト活動に即した C/P の配置 

C/P の一部は、プロジェクト活動が彼らの本来業務に必ずしも関係していない者もおり、

そのため参加意欲や知識の面において支障を生じる結果となった。プロジェクトの成果を

最大化し、かつ持続性を高めるためには、C/P 選定に際しては、彼らの本来業務がプロジェ

クト活動に深く関係している人員を選定するよう実施機関に求めていくことが必要であ

る。 

 

（2）リソースに制約のある場合には、現実的なプロジェクト・デザインが重要 

本プロジェクトにおいては、設定された業務量に比して投入（1 名の技術アドバイザー及

び 1 名の業務調整）が十分ではなかった。投入できる人員（リソース）に制約がある場合

は、その条件下で現実的に実施可能なプロジェクトの枠組みを検討することが必要である。 

 

（3）援助受入国の既存の計画へのプロジェクト活動の組み込み 

本プロジェクトの実施過程においては、プロジェクト活動が GDT の本来業務として認識

されず、実施に支障を来すことがあった。効率的な活動の実施及び持続性の確保につなげ

るため、プロジェクト活動を援助受入国の既存の計画に組み込んでいくことが必要である。

また、人事や予算確保の実施についてもプロジェクト活動のひとつとして位置づけること

を検討することも重要である。  




